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砂の液状化による過圧密効果の喪失について 

 

地盤工学研究室  森田 雅也 

指導教員     豊田 浩史 

 

1．はじめに 

一度液状化した緩い砂地盤は，その後，排水を伴

って密になる．したがって，液状化した地盤は，液

状化しにくくなると考えられる．しかし，実際には，

過去に液状化した地盤が再液状化した事例が報告さ

れている．その報告の中には，以前に液状化した地

震よりも小さい地震で再液状化が発生した事例も示

されている．例えば，1983 年 5月の日本海中部地震
1)，2003 年 5 月の三陸南地震 2)等で実例が報告され

ている．最近では，2011年 2 月のクライストチャー

チ地震によって，2010年 9月の地震と同じエリアで

液状化が起きたと報告されている．さらに，若松は，

液状化履歴地点約 1万 6500地点の中の 150ヶ所で複

数地震による繰返し液状化が発生したと報告してい

る 3)．このように，一度液状化が発生しても，必ず

しも液状化しにくくなるとは言い切れない． 

再液状化に関する既往の研究では，砂質土は液状

化後，排水によって密度が増加したにもかかわらず，

液状化前よりも著しく液状化しやすくなるという現

象が Finn et al.
 4）などによって示されている一方で，

砂質土は液状化履歴を受ければ液状化しにくくなる

という報告も存在する．飽和砂地盤における再液状

化時の液状化特性を明らかにすることは，過去の地

震による液状化の情報を有益に利用するためにも急

務であるといえる． 

飽和砂の再液状化のしやすさは，初回の液状化時

に砂に生じるせん断ひずみの大きさ，液状化後の残

留ひずみの大きさおよび砂の密度，排水条件などと

いった多くの因子が関与することが明らかになって

いる．しかし，応力履歴を考慮した再液状化に関す

る研究はこれまでにほとんどなされていない．原地

盤は，実際には様々な応力履歴を受けているため，

原地盤への有効な液状化対策方法を考える上では，

応力履歴を考慮する必要性は高いといえる． 

本論文では，上記の趣旨に基づき，液状化を起こ

す固結していない地盤のうち，過圧密履歴を受けた

地盤を想定して室内試験を行い，再液状化時の液状

化強度比 RLを求めた．そして，過圧密履歴によって

増加した RLが，液状化試験時における平均有効主応

力 p’の低下によってどのように変化するのかの実験

的検討を行った．また，本論文では，土の物性値と

関係性が高いせん断波速度 Vsにも着目し，過圧密履

歴と Vsの関係についても検討を行った． 

 

2. 実験概要 

本研究では，豊浦砂を用い飽和非排水繰返し三軸

圧縮試験とベンダーエレメント（以下，BE）試験を

組み合わせて実験を行い，液状化強度比 RLとせん断

弾性波速度 Vsの相関関係を求め，過圧密履歴にも着

目して研究を進めた．なお各応力ケースの試験手順

については 2.4で述べる． 

 

2.1 供試体作製方法 

砂試料供試体は，初期含水比 w=5%に調整した後，

負圧法を用いて φ5×12.5cmのモールド内で締固める

（10層突き固め）方法によって所定の間隙比となる

ように作製した．なお，試料には豊浦砂を用い，粒

径加積曲線および物性値を Fig.1 に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Table 1 試験条件 

 

Fig. 1 豊浦砂の粒径加積曲線 

 

2.2 飽和非排水繰返し三軸試験 

 飽和非排水繰返し三軸試験は，二重負圧のもと供

試体下部から脱気水を通水し，平均有効主応力

p’=50kPa の状態で背圧 200kPa を載荷する方法で供

試体の飽和化を促進させ，間隙圧係数 B>0.96を確認

した後，所定の圧密応力で等方圧密を行い，ひずみ

制御のもと軸ひずみ速度 0.1%/min，初期平均主応力

p’=100kPa で繰返しせん断する方法で行った．一回

目の繰返し載荷は，片振幅応力σd’=30kPa で行い，

試験条件で示す所定の過剰間隙水圧比をおおよそ満

足する，軸ひずみ εa=0に到達した時点で停止した後，

平均有効主応力 p’=100kPa まで再び等方圧密を行っ

た．また，二回目の繰返し載荷過程では軸ひずみ

DA=5%に達した段階を液状化したものとみなし試

験を終了することとした．なお，過圧密応力履歴を

与える試験ケースについては，所定の圧密圧力で先
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行圧密を行った後，排水除荷を行い排水量が定常状

態に達した段階で繰返しせん断に移行することとし

た．なお試験条件を Table.1 に示す． 

 

 

Table 1 飽和非排水繰返し三軸試験ケース 

Dr（％） OCR 
過剰間隙 

水圧比 

40 

1 
0.5 

0.7 

6 

0.5 

0.7 

0.9 

1 

 

 

2.3 BE試験概要 

本研究では，砂質土のせん断波速度 Vsを求めるた

め BE試験を行った．BEを用いた試験法は，国内外

を問わず様々な研究機関で使用されているが，せん

断弾性波速度 Vsを決定するための BE間距離の取り

方，せん断波伝播時間の同定方法などは機関によっ

て異なっている．本研究では，過去の採用実績をふ

まえ，BE 試験によるせん断弾性波速度 Vs（m/sec）

は次式で求めた． 

 

(1) 

ここで，BE間距離 Lは，対となる BE 先端間距離

をとる tip-to-tip 法を採用した．また，せん断波到達

時間 Δt は，送受信波形の立ち上がり点を結ぶ 

start-to-start 法を用いて波形記録より同定すること

とした．さらに，せん断剛性 G0は次式で算定した． 

 

(2) 

ここで，ρt は土の湿潤密度である． 

なお，BE 試験では，応力履歴が Vsに与える影響

を調べた． 

 

2.4 試験手順 

本研究では豊浦砂を用いて飽和非排水繰返し三軸

圧縮試験を行い，過圧密履歴を考慮した再液状化の

メカニズムについて検討を試みた．また，試験過程

（圧密後と除荷後，詳細は後述する）で BE 試験を

行い，せん断弾性波速度 Vsを求めた．応力履歴の加

え方により三軸試験機の制御方法および BE 試験を

行うタイミングが異なるので試験手順フローを Fig. 

2 に示す． 

 

2.4.1 過圧密履歴を与える試験手順 

OCR=1 のケースでは背圧載荷後に圧密圧力

p’=100kPa まで上昇させ，排水量が安定したことを

確認した後，繰返し載荷過程に移行した．OCR =6

のケースでは OCR =1 のケースと同様に圧密応力

p’=100kPa まで上昇させ，排水量が安定してことを

確認した後，圧密応力 p’=600kPa まで上昇させた．

その後，圧密応力を 100kPaまで除荷し，繰返し載荷

過程に移行した．また，全てのケースの圧密後と除

荷後に BE 試験を実施し，比較することにより過圧

密履歴および繰返しせん断履歴が Vs に与える影響

を調べた． 

 

 
二重負圧法により飽和 

所定の圧密圧力で等方圧密 

OCR=1の場合 OCR=6の場合 
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BE試験 

BE試験 

BE試験 

所定の条件を満たすまで q=30kPaで繰返しせん断 

 

圧密（p’=100kPa） 

BE試験 

繰返し三軸試験 

 

Fig. 2 試験手順フロー 

（OCR6 の場合の最後の矢印がない） 

 

2.4.2 繰返しせん断履歴を与える試験手順 

繰返しせん断履歴を与える過程では，Table.1 に示

した過剰間隙水圧比 Δu/σc’に達するまで，偏差応力

q=30kPa で繰返し非排水せん断を行い，その後，非

排水状態で軸ひずみεa=0 の状態に戻った時点で停

止した．ここで，繰返しせん断履歴を与える際の偏

差応力 q が，大きすぎる場合には，急激に間隙水圧

が上昇し，求めている条件下で試験を停止すること

が困難になる．一方で，偏差応力 q が小さすぎる場

合には，試験に長時間を要してしまい，セル圧によ

ってセル水に含まれる溶存空気がメンブレンを介し

て供試体内に混入し，飽和度が下がる危険性がある．

そこで，本研究ではこの諸問題を発生させない適切

な偏差応力として，q=30kPa を採用し，繰返しせん

断履歴を与えることとした．繰返しせん断履歴を与
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えた後は，再び p’=100kPa で圧密排水し，前述と同

様の液状化試験を実施した．ただし，OCR=1，過剰

間隙水圧比 0.7では止められなかったため，q=20kPa

で非排水繰返しせん断履歴を与えた．OCR＝1 のケ

ースにおける，応力経路図，応力-ひずみ関係の例を

Fig. 3，OCR=6 のケースを Fig. 4に示し，OCR=6（過

剰間隙水圧比 1.0）の液状化試験（q=30kPa）の応力

経路図と応力-ひずみ関係を Fig. 5 に示す． 
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(b) 軸差応力 - 平均有効主応力関係 
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(a) 軸差応力 – 軸ひずみ関係 
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Fig. 4 OCR=6の液状化試験結果(q=30kPa) の応

力経路（応力経路図に，過剰間隙水圧比 0.5，

0.7，0.9，1.0を記載）と応力－ひずみ 
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Fig. 3 OCR=1の液状化試験結果(q=30kPa) の応

力経路（応力経路図に，過剰間隙水圧比 0.5，

0.7を記載）と応力－ひずみ 
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3. 試験結果 

3.1 液状化強度曲線について 

Fig. 6は，OCR=1 のケースにおける飽和非排水繰

返し試験の結果から得られた液状化強度曲線である． 

これより繰返し履歴を与えていない場合よりも液状

化履歴を与えた方が，液状化強度が大きくなってい

ることが分かる． 

Fig. 7は，OCR=6のケースおける飽和非排水繰返

し試験の結果から得られた液状化強度曲線である．

これより，過剰間隙水圧比が 0.7まで上昇した場合，

繰返し履歴を与えていない OCR=6 のケースと液状

化強度はほぼ変わらず，過剰間隙水圧比 0.7 以上上

昇した場合，過圧密履歴が喪失し，液状化履歴を与

えていない OCR=1 の液状化強度曲線よりも RLが低

下していることが分かる． 

 

3.2 液状化強度比と相対密度の変化量について 

Fig. 8 は，各ケースにおける繰返し履歴付与時の

過剰間隙水圧比と液状化強度比 RL，相対密度の変化

量⊿Drの関係を示している．なお，本研究において

液状化強度比 RLは軸方向ひずみ DA=5%における繰

返し載荷回数 Nc=20 で定義している．これより，

OCR=6 のケースでは，繰返し履歴を与えることで相

対密度は増加していくにもかかわらず液状化強度比

RLは減少していくことが分かる．また，Fig. 3 ，Fig. 

5 の応力経路図からは，過剰間隙水圧比 0.6程度まで

は OCR=1（繰返し履歴なし）と，OCR=6（過剰間隙

水圧比 1.0）の液状化試験結果は近い結果となってい

る．しかし，それ以降のひずみの進展は，OCR=6（過

剰間隙水圧比 1.0）のケースが遅くなっており，液状

化することにより密になった効果が出ているように

も思われる．液状化強度曲線においては，密になっ

ているにもかかわらず，OCR=1（繰返し履歴なし）

のケースより若干小さくなっていることより，液状

化履歴は過圧密効果を喪失させるだけでなく，さら

に液状化強度を低下させる要因があることを示唆し

ている．  

 

Fig. 7 液状化強度曲線（OCR=1） 
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Fig. 6 液状化強度曲線（OCR=6） 
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Fig. 5 OCR=6（過剰間隙水圧比 1.0）の液状化試

験結果(q=30kPa) の応力経路応力経路図と

応力－ひずみ 
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4.  液状化強度比低下の要因について 

4.1 検討方法 

本研究では，繰返し履歴により密度が増加してい

るにもかかわらず液状化強度比が低下する要因とし

て，土粒子の堆積構造に着目した．そこで，漏斗引

き上げによる方法で液状化試験を行い，液状化強度

比を求めた．この結果を湿潤締固め法による液状化

試験結果と比較することにより，液状化強度比に与

える堆積構造の影響を検討した． 

 

4.2 漏斗引き上げによる方法 

① モールド底面部中央に漏斗を立て，漏斗の

中に砂試料を入れる 

② 漏斗を一定の速さで鉛直に引き上げ，モー

ルドの上端面全周から試料をあふれさせる 

③ モールドの上端面の縁にナイフを乗せ，す

ばやく滑らせ一気に余盛り部分を除去する 

 

4.3 液状化試験結果 

Fig. 9 は，湿潤締固め法と漏斗引き上げによる方

法で作製した供試体を使用して，OCR=1 のもとで飽

和非排水繰返し試験の結果から得られた液状化強度

曲線である． 
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Fig. 9 作製方法別の液状化強度曲線 

 

湿潤締固め法により作製した供試体は，液状化試

験直前の相対密度 Dr=42.7%で，RL=0.141 となり，漏

斗引き上げにより作製した供試体は，Dr=42.0%で

RL=0.104 となった．これより，同程度の密度であっ

ても堆積構造によって液状化強度比は異なることが

分かった． 

 

5. 本研究の結論 

本研究で得られた知見を以下に述べる． 

 

1. 正規圧密砂は，繰返し履歴が小さいときには液

状化強度比は増加する． 

2. 過圧密履歴砂（OCR=6）は，過剰間隙水圧比が

0.7よりも上昇すると過圧密効果を喪失する． 

3. 繰返し履歴を与え，過圧密効果を喪失した砂は，

密になっているにもかかわらず液状化強度は

低下する．これは，繰返し履歴を強く受けた場

合，過圧密効果を喪失するだけでなく，土粒子

が液状化抵抗の小さい堆積構造に変化してい

るためである． 
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Fig. 8 過剰間隙水圧比―液状化強度比，相対密度関

係 


